
２．オンライン新規記録等
（１）概要

オンライン払込者店舗（注１）が「新規記録等」（業務処理区分コード721301）により、発行日の前営業日の午後５時までにオンライン新規記録等（注２）の電文を日本銀行に送信します。オンライン新規記録等により通知できる新規記録の明細数の上限は４０件とします（注３）。
日本銀行は、オンライン新規記録等の電文を受信した場合には、遅滞なく、オンライン払込者店舗に対し「共通受付済応答」（Z***-*****）を送信し、また、通知内容に従い払込金額の計算を行った後、オンライン払込者店舗に対し「新規記録等受付通知」（7213-00200）を送信します。
この場合において、オンライン払込者（払込受託者を除きます。）のうち非取引金融機関等が代金払込方法として「代行払込」を選択したときは、代行払込先に対し「国債代行払込依頼通知」（7213-00100）を送信します。

（注１）オンライン払込者が払込受託者の場合には、自己および払込委託者の払込の対象となる国債を取りまとめてオンライン新規記録等の電文を送信します。
（注２）選択した代金払込方法により、払込金額の払込が行われます（ただし、オンライン払込者が払込受託者である場合には、代金払込方法として「自行払込」のみを選択することになります。）。また、オンライン新規記録等において指定する口座区分が預り口である場合には、発行日の前営業日までに、「国債振替決済新規記録顧客口座一覧」を所管の日本銀行本支店に提出する必要があります（やむを得ない事由により発行日の前営業日までに提出することができないと見込まれるときは、直ちに所管の日本銀行本支店に連絡し、その指示に従ってください。）。
（注３）入札発行により発行される国債であって、銘柄および発行日を同一とするものは、発行方法の別にかかわらず、受入先の種別、口座区分ごとに１明細として額面金額を送信します。
例えば、発行方法が価格競争である国債と発行方法が特別参加者第Ⅱ非競争である国債の銘柄、発行日ならびに受入先の種別および口座区分が同一である場合には、それらを合わせて１明細として額面金額を送信します。
（２）訂正

送信済のオンライン新規記録等の内容を訂正する場合には、「新規記録等訂正入力画面呼出し」（業務処理区分コード721303）および「新規記録等訂正」（業務処理区分コード721304）により行います。

「新規記録等訂正」には取消・訂正区分として「全項目訂正」と「代金払込方法訂正」とがありますが、これらの使い分けは次のとおりです。

①　全項目訂正

参加者、代金払込方法、代行払込先、種別、口座区分、額面金額のうち、いずれか１項目または複数項目を訂正するとき。

②　代金払込方法訂正

代金払込方法として「代行払込」を選択したオンライン払込者が、発行日の前営業日の午後５時以後に代金払込方法を「代行払込」から「小切手による払込」に変更するとき。

「新規記録等訂正」の取消・訂正区分として「全項目訂正」を選択する場合には、発行日の前営業日の午後５時までに送信を行ってください。一方、取消・訂正区分として「代金払込方法訂正」を選択する場合には、発行日の前営業日の午後５時以後、発行日に代行払込先が「代行払込ＯＫサイン」の送信を行うまでに送信を行ってください。
なお、代金払込方法を「代行払込」から「小切手による払込」に変更する場合であっても、発行日の前営業日の午後５時より前に行うときは、「全項目訂正」を選択して訂正を行ってください。
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